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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　入力された透過度コマンドに応答してレーザパルスエネルギーを減衰可能なビーム変調
システムとともに使用されるコントローラを備え、
　前記コントローラは、
　　前記ビーム変調システムに導入される第１のグループのレーザパルスの第１のパルス
繰り返し周波数（ＰＲＦ）と、前記第１のグループのレーザパルスの後に前記ビーム変調
システムに導入される第２のグループのレーザパルスの第２のＰＲＦとを表すタイミング
データを受信し、
　　前記ビーム変調システムにより伝搬される所望の第１のレーザパルスエネルギーに対
応する第１のパルスエネルギーデータを受信し、
　　前記受信した前記第１のＰＲＦを表すタイミングデータ及び前記第１のパルスエネル
ギーデータに少なくとも部分的に基づいて生成される第１の透過度コマンドを出力し、
　　前記受信した前記第２のＰＲＦを表すタイミングデータ及び前記第１のパルスエネル
ギーデータに少なくとも部分的に基づいて生成される第２の透過度コマンドを、前記第１
の透過度コマンドを出力した後に出力し、
　　前記ビーム変調システムにより伝搬される所望の第２のレーザパルスエネルギーに対
応する第３の透過度コマンドを、前記第１の透過度コマンドを出力した後であって前記第
２の透過度コマンドを出力する前に出力する
ように構成され、
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　前記第２のレーザパルスエネルギーは前記第１のレーザパルスエネルギーよりも低い、
装置。
【請求項２】
　前記ビーム変調システムをさらに備える、請求項１の装置。
【請求項３】
　前記ビーム変調システムにより伝搬されるそれぞれのレーザパルスのレーザパルスエネ
ルギーを測定し、これに対応する第２のパルスエネルギーデータを生成可能なレーザエネ
ルギーモニタ（ＬＥＭ）をさらに備える、請求項２の装置。
【請求項４】
　前記装置におけるパワー測定のための基準センサを提供可能なチャックパワーメータ（
ＣＰＭ）をさらに備え、
　前記第２のパルスエネルギーデータは、前記ＣＰＭによって得られる測定に対して較正
される、
請求項３の装置。
【請求項５】
　前記コントローラは、さらに
　前記第２のパルスエネルギーデータを受信し、
　少なくとも部分的に前記受信したタイミングデータ、前記第１のパルスエネルギーデー
タ、及び前記第２のパルスエネルギーデータに基づいて前記透過度コマンドを生成する
ように構成される、
請求項３の装置。
【請求項６】
　前記レーザパルスを生成可能なレーザシステムをさらに備え、
　前記ビーム変調システムは、前記レーザパルスを受信するように配置される、
請求項２の装置。
【請求項７】
　前記レーザシステムは、少なくとも２つのＰＲＦで前記レーザパルスを生成可能である
、請求項６の装置。
【請求項８】
　前記コントローラは、さらに、前記少なくとも２つのＰＲＦに対して、前記ビーム変調
システムがＰＲＦの関数としてのレーザパルスエネルギーを減衰できる程度を表すレーザ
パルスエネルギーテーブル（ＬＥＴ）を参照することにより前記透過度コマンドを生成す
るように構成される、請求項７の装置。
【請求項９】
　ワークピースに対して前記レーザパルスビームの１以上の位置を調整する位置決めシス
テムをさらに備える、請求項６の装置。
【請求項１０】
　前記ビーム変調システムは音響光学偏向器（ＡＯＤ）を含む、請求項２の装置。
【請求項１１】
　前記第２のレーザパルスエネルギーは、ゼロ又はゼロ近傍である、請求項１の装置。
【請求項１２】
　レーザエネルギーを用いてワークピースを加工する装置であって、
　前記ワークピースに当たるように経路に沿って案内可能なレーザエネルギーを生成可能
なレーザシステムと、
　前記レーザシステムと前記ワークピースとの間の前記経路に配置されたビーム変調シス
テムであって、前記レーザエネルギーを回折可能なビーム変調システムと、
　前記経路と前記ワークピースとの間の相対的な位置を変更可能な位置決めシステムであ
って、前記レーザエネルギーを回折可能な前記ビーム変調システムと、前記レーザエネル
ギーを反射可能なビーム位置決めシステムと、前記ワークピースを移動するように構成さ
れたワークピース位置決めシステムとを含む位置決めシステムと、
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　前記経路と前記ワークピースとの間の前記相対的な位置に基づいて前記経路に沿って案
内されるパルスエネルギーを減衰するように前記ビーム変調システムの動作を制御するよ
うに構成されたコントローラと
を備える装置。
【請求項１３】
　ワークピースをレーザ加工するように構成されたレーザ加工装置により生成されるレー
ザパルスビーム内のレーザパルスを前記ワークピースに当てることによって前記レーザパ
ルスビーム内のレーザパルスパワーを制御する方法であって、
　前記レーザパルスビーム内のレーザパルスのパルス繰り返し周波数（ＰＲＦ）に基づい
て前記レーザパルスビーム内のそれぞれのレーザパルスに対するパルスエネルギー透過度
値を選択し、
　前記レーザパルスビームにおけるそれぞれのレーザパルスのレーザパルスエネルギーを
測定し、
　前記選択されたパルスエネルギー透過度値及び前記測定されたレーザパルスエネルギー
に基づいて、前記レーザパルスビームにおける１以上のレーザパルスのパルスエネルギー
を調整し、
　前記レーザパルスビームの移動を前記ワークピースに対して調整する、
方法。
【請求項１４】
　さらに、
　較正透過度曲線に基づいて第１の透過度コマンド信号を用いてそれぞれのレーザパルス
に対して前記パルスエネルギー透過度値を選択し、
　選択レーザパルスエネルギーと前記測定されたレーザパルスエネルギーとの間の差を含
むパルスエネルギーエラー信号を受信し、
　前記パルスエネルギーエラー信号に基づいて透過度補正信号を計算し、
　前記第１の透過度コマンド信号を前記透過度補正信号で修正し、それぞれのレーザパル
スに対する前記パルスエネルギー透過度値を選択するための第２の透過度コマンド信号を
生成する、
請求項１３の方法。
【請求項１５】
　前記透過度補正信号の計算の際に、応答時間及びノイズ感度に基づいて選択される補正
利得を適用した後に前記パルスエネルギーエラー信号を積分する、請求項１４の方法。
【請求項１６】
　さらに、ＰＲＦの変化に応答して前記レーザパルスビームにおける１以上の前記パルス
エネルギーを調整する、請求項１３の方法。
【請求項１７】
　さらに、前記ワークピースに対する前記レーザパルスビームの移動を調整することに基
づいて、選択されたレーザパルスエネルギーが前記ワークピース上又は前記ワークピース
内の対応する位置で生じるように、前記レーザパルスビームにおける１以上のレーザパル
スの前記パルスエネルギーを調整する、請求項１３の方法。
【発明の詳細な説明】
【関連出願】
【０００１】
　この出願は、合衆国法典第35巻第119条(e)により2013年１月11日に出願された米国仮出
願第61/751,810号の利益を主張するものであり、当該仮出願は参照によりその全体が本明
細書に組み込まれる。
【技術分野】
【０００２】
　本開示は、概して、レーザ加工装置及びこれを用いてワークピースを加工する方法に関
するものである。
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【背景情報】
【０００３】
　ワークピースの１以上の材料の内部における特徴部（例えば、貫通ビア、非貫通ビア、
トレンチ、ラウト（routs）、切溝、及びその他の特徴部）のレーザ加工はレーザパワー
の影響を受け得る。（例えば、ワークピース上にレーザパルスを伝搬させることにより特
徴部がレーザ加工される）多くの用途においては、特徴部が形成される速度又は効率や最
終的に形成された特徴部の品質は、ワークピースに伝搬される個々のパルスのパルスエネ
ルギーの影響を大きく受け得る。例えば、プリント回路基板やフレキシブルプリント回路
などのワークピースをレーザ加工する際には、銅などの導電材料をレーザ加工する（例え
ばアブレートする）場合には比較的高いパルスエネルギーが望ましく、誘電材料内に（例
えば、根焼き（charring）及び／又は溶融による）熱影響を引き起こすことなく、また、
隣接する材料（例えば銅）にダメージを与えることなく誘電材料をレーザ加工する（例え
ばアブレートする）場合には比較的低いパルスエネルギーが望ましいことがある。
【０００４】
　レーザパワー又はパルスエネルギーを制御又は調整する従来の方法は、減衰光学系（例
えば、偏光光学系又は音響光学変調器）又はレーザ媒体に対するポンプパワーを変化させ
ることによるレーザ光出力パワーの直接制御を含んでいる。これらの従来のアプローチは
、（例えば、機械的に調整された偏光光学系に関して）速度が遅い、（例えば、レーザ媒
体のポンピング又はＱスイッチのタイミングの制御において）レーザ伝搬の変化が生じる
、あるいはレーザ加工装置の他の動作と調整できないといった欠点を有している。
【開示の概要】
【０００５】
　本明細書において述べられる例としての本開示の実施形態は、上述した制限及びレーザ
パワー又はパルスエネルギーを制御又は調整する従来の方法に関連する他の制限を解決し
ようとするものである。
【０００６】
　ある実施形態において、システム及び方法は、レーザパルスエネルギー制御及び／又は
モニタリングを提供する。レーザ加工装置の例は、レーザパルスビームを生成するレーザ
システムと、上記ビームにおけるそれぞれのレーザパルスのパルスエネルギーをパルスご
とに調整するパルスエネルギー制御システムとを含んでいる。上記パルスエネルギー制御
システムは、レーザパルスエネルギーをレーザパルス繰り返し周波数の関数としてマッピ
ングした較正透過度曲線に基づいてそれぞれのレーザパルスに対してパルスエネルギー透
過度値を選択する開ループフィードフォワード制御経路を含んでいる。レーザエネルギー
モニタは、上記レーザパルスビームにおけるそれぞれのレーザパルスのレーザパルスエネ
ルギーを測定する。パワー制御ループが、レーザエネルギーモニタからのフィードバック
に基づいて、上記レーザパルスビームにおける１以上のレーザパルスのパルスエネルギー
をさらに調整してもよい。
【０００７】
　付加的な側面及び利点は、添付図面を参照して述べられる以下の好ましい実施形態の詳
細な説明から明らかになるであろう。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】図１は、本開示の一実施形態におけるレーザ加工装置を模式的に示すものである
。
【図２】図２は、図１に示される装置の様々な構成要素又は系に関連付けられたスキャン
領域を模式的に示すものである。
【図３】図３及び図４は、本開示のある実施形態において、ワークピースに対してビーム
位置をスキャンすることにより生成されるスポットのパターンを図で示すものである。
【図４】図３及び図４は、本開示のある実施形態において、ワークピースに対してビーム
位置をスキャンすることにより生成されるスポットのパターンを図で示すものである。
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【図５】図５は、図４に示されるスポットのパターンを形成するプロセスの一実施形態を
模式的に示す図である。
【図６】図６は、一実施形態におけるレーザパワー制御システムの一部の構成要素を模式
的に示すものである。
【図７】図７は、一実施形態におけるレーザパワー制御アルゴリズムを模式的に示すもの
である。
【図８】図８は、典型的なレーザパワー曲線からパルス期間の関数としての正規化１／Ｐ
Ｅ（パルスエネルギー）値に至る過程を模式的に示すものである。
【図９】図９は、本開示の実施形態により生成され得るチャックパワーメータ（ＣＰＭ）
読み取り値過渡変化を示すものである。
【図１０】図10は、異なるパルス期間又は異なるパルス繰り返し周波数に関連付けられた
連続プロセスセグメントにわたるパルス同期を模式的に示すものである。
【図１１】図11は、一実施形態におけるＬＥＴ較正プロセスの例のフローチャートである
。
【図１２】図12は、図１に示されるワークピースのレーザ加工中のパワー制御についての
一実施形態において行われ得る動作シーケンスの例のフローチャートである。
【好ましい実施形態の詳細な説明】
【０００９】
　以下、添付図面を参照しつつ実施形態の例を説明する。本開示の精神及び教示を逸脱す
ることのない多くの異なる形態及び実施形態が考えられ、本開示を本明細書で述べた実施
形態に限定して解釈すべきではない。むしろ、これらの実施形態の例は、本開示が完全か
つすべてを含むものであって、本開示の範囲を当業者に十分に伝えるように提供されるも
のである。図面においては、理解しやすいように、構成要素のサイズや相対的なサイズが
誇張されている場合がある。本明細書において使用される用語は、特定の例示的な実施形
態を説明するためだけのものであり、限定を意図しているものではない。本明細書で使用
されるように、内容が明確にそうではないことを示している場合を除き、単数形は複数形
を含むことを意図している。さらに、「備える」及び／又は「備えている」という用語は
、本明細書で使用されている場合には、述べられた特徴、整数、ステップ、動作、要素、
及び／又は構成要素の存在を特定するものであるが、１つ以上の他の特徴、整数、ステッ
プ、動作、要素、構成要素、及び／又はそのグループの存在又は追加を排除するものでは
ないことも理解されよう。特に示している場合を除き、値の範囲が記載されているときは
、その範囲は、その範囲の上限と下限の間にあるサブレンジだけではなく、その上限及び
下限を含むものである。
【００１０】
　本明細書において使用される場合には、「パワー制御」は、レーザ出力パワーの制御を
述べるために使用される包括的な用語である。しかしながら、本明細書において述べられ
る実施形態の例は、レーザパルスのパルスエネルギー（ＰＥ）を測定し、制御する。所定
のパルス繰り返し周波数（ＰＲＦ）に対して、レーザパワーパルスパワーはＰＥ×ＰＲＦ
に等しい。所定のＰＲＦに対して、ＰＥ制御はパワー制御と同意義であり、これらの２つ
の用語は時として互いに交換可能に用いられる。加えて、「ＰＲＦ」は、その逆数である
パルス期間（ＰＰ）又はパルス間隔（ＩＰＰ）により特定される場合がある。典型的には
、機械の使用者はＰＲＦを使用するが、パワー制御を行う際にはパルス期間を特定する。
したがって、これら２つの用語はこのような議論において適宜互いに交換可能に用いられ
る。
【００１１】
　図１を参照すると、レーザ加工装置100のようなレーザ加工装置は、ワークピース102に
当たるように経路Ｐに沿ってレーザパルスビーム105を照射することにより、ワークピー
ス102の１以上の材料の内部に特徴部（例えば、貫通ビア、非貫通ビア、トレンチ、ラウ
ト、切溝、及びその他の特徴部）を形成するように構成されている。１以上のツーリング
動作（例えば、パーカッションドリル動作、トレパンドリル動作、スカイブ動作、ラウト
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動作、切断動作、及び他の動作）を行うようにレーザ加工装置100を制御することにより
特徴部を形成してもよく、それぞれのツーリング動作は、１以上の工程を含んでいてもよ
い。図示されているように、レーザ加工装置100は、レーザシステム104、チャック106、
ワークピース位置決めシステム108、ビーム位置決めシステム110、及びビーム変調システ
ム112を含んでいてもよい。図示はされないが、レーザ加工装置100は、経路Ｐに沿った任
意の点でレーザパルスビーム105を整形、拡大、集束、反射、及び／又はコリメートする
ように構成された１以上の補助システム（例えば、光学系、ミラー、ビームスプリッタ、
ビームエキスパンダ、及び／又はビームコリメータ）をさらに含んでいてもよい。一実施
形態においては、１以上の補助システムのセットを「光学部品列」ということがある。
【００１２】
　一実施形態においては、より詳細については後述するが、レーザパルスビーム105がワ
ークピース102に当たる位置（すなわち、ワークピース102に対するビーム位置）を変える
ように、ワークピース位置決めシステム108、ビーム位置決めシステム110、及びビーム変
調システム112のうちの１つ以上のシステム又はすべてのシステムの動作を制御してもよ
い。他の実施形態においては、より詳細については後述するが、ワークピース102に対し
てビーム位置が変化する速度及び／又は加速度を変えるように、ワークピース位置決めシ
ステム108、ビーム位置決めシステム110、及びビーム変調システム112のうちの１つ以上
のシステム又はすべてのシステムの動作を制御してもよい。
【００１３】
　レーザパルスビーム105を生成するようにレーザシステム104を構成し得る。ビーム105
内のレーザパルスは、例えば、赤外スペクトル、可視スペクトル、又は紫外スペクトルの
波長を有し得る。例えば、ビーム105内のレーザパルスは、1064nm、532nm、355nm、266nm
などの波長を有し得る。一般的に、ビーム105内のレーザパルスは、約20kHzから約2000kH
zの範囲のＰＲＦで生成され得る。しかしながら、ＰＲＦが、20kHzより低くてもよく、あ
るいは2000kHzより高くてもよいことは理解されよう。
【００１４】
　チャック106は、ワークピース102を好適に又は有利に支持可能な任意のチャックであっ
てもよい。一実施形態においては、チャック106は、真空チャック、静電チャック、機械
的チャックなど、又はこれらの組み合わせであり得る。
【００１５】
　ワークピース位置決めシステム108は、Ｘ軸、Ｙ軸、及び／又はＺ軸（Ｚ軸は、チャッ
ク106の表面に対して少なくとも実質的に垂直であり、Ｘ軸、Ｙ軸、及びＺ軸は互いに直
交している）に平行な１以上の方向に沿ってワークピース102を支持するチャック106を平
行移動したり、Ｘ軸、Ｙ軸、及び／又はＺ軸のうち１つ以上の軸を中心としてチャック10
6を回転させたり、これと類似のことをしたり、又はこれらの組み合わせを行ったりする
ように構成される。一実施形態においては、ワークピース位置決めシステム108は、上述
したチャックを移動するように構成された１以上のステージを含み得る。ワークピース10
2がチャック106によって支持されているときに、経路Ｐに対して第１のスキャン領域（例
えば、図２に示されるような第１のスキャン領域200）内でワークピース102を（例えば、
Ｘ軸及びＹ軸に沿って）移動又はスキャンするようにワークピース位置決めシステム108
を動作させてもよい。一実施形態においては、約400から約700mmの範囲（例えば約635mm
）の距離だけＸ軸に沿って任意の方向に、あるいは約400mmから約700mmの範囲（例えば約
533mm）の距離だけＹ軸に沿って任意の方向に、あるいはこれらを組み合わせてワークピ
ース102をスキャンするようにワークピース位置決めシステム108を動作させることができ
る。
【００１６】
　ビーム位置決めシステム110は、ワークピース102に対して第２のスキャン領域（例えば
、図２に示されるような第２のスキャン領域202）内でビーム位置をスキャンするために
、レーザパルスビーム105を偏向、反射、屈折、又は回折させるなど、あるいはこれらを
組み合わせるように構成される。一実施形態においては、約１mmから約50mmの範囲（例え
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ば約30mm）の距離だけＸ軸に沿って任意の方向に、あるいは約１mmから約50mmの範囲（例
えば約30mm）の距離だけＹ軸に沿って任意の方向に、あるいはこれらを組み合わせてビー
ム位置をスキャンするようにビーム位置決めシステム110を動作させることができる。一
般的に、ワークピース位置決めシステム108が第１のスキャン領域200内でワークピース10
2をスキャンできる速度及び／又は加速度よりも大きな速度及び／又は加速度でワークピ
ース102に対してビーム位置をスキャンするようにビーム位置決めシステム110の動作を制
御することができる。図示された実施形態においては、ビーム位置決めシステム110は、
経路Ｐ内に配置されたガルバノメータ（ガルボ）をベースとした１対のミラー110a及び11
0bを含んでいる。それぞれのミラー110a及び110bは、（例えば、Ｘ軸又はＹ軸を中心とし
て）回転するように構成されており、これにより経路Ｐを偏向して第２のスキャン領域20
2内でビーム位置をスキャンする。しかしながら、他の好適な態様又は有利な態様でビー
ム位置決めシステム110を構成してもよいことは理解されよう。
【００１７】
　ビーム変調システム112は、ワークピース102に対して第３のスキャン領域（例えば、図
２に示されるような第３のスキャン領域204）内でビーム位置をスキャンするために、レ
ーザパルスビームを偏向、反射、屈折、又は回折させるなど、あるいはこれらを組み合わ
せるように構成される。一実施形態においては、約0.05mmから約0.2mmの範囲（例えば約0
.1mm）の距離だけＸ軸に沿って任意の方向に、あるいは約0.05mmから約0.2mmの範囲（例
えば約0.1mm）の距離だけＹ軸に沿って任意の方向に、あるいはこれらを組み合わせてビ
ーム位置をスキャンするようにビーム変調システム112を動作させることができる。当業
者であれば、これらの範囲が例示として挙げられるものであり、より小さな範囲又はより
大きな範囲内でビーム位置をスキャンしてもよいことを理解するであろう。一般的に、ビ
ーム位置決めシステム110が第２のスキャン領域内でビーム位置をスキャンできる速度及
び／又は加速度よりも大きな速度及び／又は加速度でワークピース102に対してビーム位
置をスキャンするようにビーム変調システム112の動作を制御することができる。一実施
形態においては、ビーム変調システム112は、レーザパルスビーム105を偏向して第３のス
キャン領域204内でＸ軸及びＹ軸に沿ってビーム位置をスキャンするように構成された単
一の音響光学偏向器（ＡＯＤ）を含んでいる。他の実施形態においては、ビーム変調シス
テム112が２つのＡＯＤを含んでおり、第１のＡＯＤは、レーザパルスビーム105を偏向し
、第３のスキャン領域204内でＸ軸に沿ってビーム位置をスキャンするように構成されて
おり、第２のＡＯＤは、レーザパルスビーム105を偏向し、第３のスキャン領域204内でＹ
軸に沿ってビーム位置をスキャンするように構成されている。しかしながら、他の好適な
態様又は有利な態様でビーム変調システム112を構成してもよいことは理解されよう。例
えば、ビーム変調システム112は、ＡＯＤに加えて、あるいはＡＯＤに代わるものとして
、１以上の音響光学変調器（ＡＯＭ）、電気光学偏向器（ＥＯＤ）、電気光学変調器（Ｅ
ＯＭ）など、又はこれらの組み合わせを含んでいてもよい。
【００１８】
　レーザ加工装置100は、ワークピース位置決めシステム108、ビーム位置決めシステム11
0、ビーム変調システム112、及びレーザシステム104に通信可能に連結されたシステムコ
ントローラ114をさらに含んでいてもよい。このシステムコントローラは、これらのシス
テム（ワークピース位置決めシステム108、ビーム位置決めシステム110、ビーム変調シス
テム112、及び／又はレーザシステム104）のうちの１以上のシステム又はすべてのシステ
ムの上述した動作を制御してワークピース102内に特徴部（例えば、貫通ビア、非貫通ビ
ア、トレンチ、ラウト、切溝、及びその他の特徴部）を形成するように構成されている。
一実施形態においては、システムコントローラ114は、レーザシステム104の動作を制御し
て、レーザシステム104により生成されるパルスのＰＲＦを（例えば、約20kHzから約2000
kHzの範囲内で）変更し得る。
【００１９】
　一実施形態においては、システムコントローラ114は、ビーム変調システム112の動作を
制御して、ワークピース102に対してビーム位置をスキャンしてワークピース102内（例え
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ば、500μm又はその近傍以下のピッチで離間した特徴部を含む領域）に「高密度特徴部領
域」を形成してもよい。システムコントローラ114は、高密度特徴部領域を形成している
間にビーム位置決めシステム110及び／又はワークピース位置決めシステム108の動作をさ
らに制御してもよい。
【００２０】
　他の実施形態においては、システムコントローラ114は、ビーム位置決めシステム110の
動作をさらに制御して、ワークピース102に対してビーム位置をスキャンして、ワークピ
ース102内（例えば、500μm又はその近傍よりも大きい約1000μmなどのピッチで離間した
特徴部を含む領域）に「中密度特徴部領域」を形成してもよい。システムコントローラ11
4は、中密度特徴部領域を形成している間にビーム変調システム112及び／又はワークピー
ス位置決めシステム108の動作をさらに制御してもよい。
【００２１】
　さらに他の実施形態においては、システムコントローラ114は、ビーム位置決めシステ
ム110の動作を制御し、ビーム変調システム112の動作を協調的にさらに制御して、ビーム
位置決めシステム110の高速度制限、小さい領域での位置決め誤差、及び帯域制限を克服
してもよい。例えば、レーザ加工装置100がビーム変調システム112を含んでいない場合は
、ビーム内のレーザパルスが順次ワークピース102に当たって図３に示されるようなスポ
ットの丸いパターンを形成するように（図示されているように、スポットの円形パターン
は約600μmの最大幅を有している）、ビーム位置決めシステム110を制御してワークピー
ス102に対してビーム位置をスキャンしてもよい。しかしながら、ビーム変調システム112
の動作をビーム位置決めシステム110に協調させることにより、図４に示されるようなス
ポットの方形状のパターンを形成するようにレーザ加工装置100を構成してもよい（図示
されているように、スポットの方形状のパターンは約600μm×約600μmの寸法を有してい
る）。
【００２２】
　一実施形態においては、図５を参照すると、図４に示されるスポットのパターンは、ビ
ーム位置決めシステム110を制御して第２のスキャン領域202内で線500のような線に沿っ
てビーム位置をスキャンすることにより形成することができ、（線500の端部が中央に位
置している）第３のスキャン領域204内で（例えば、第３のスキャン領域204内の中央に位
置する線502によって示される）ある方向に沿ってビーム位置をさらにスキャンしてレー
ザパルスが順次ワークピース102に当たって（例えば、図４に示されているような）スポ
ット504の方形状のパターンを形成するようにビーム変調システム112を制御することがで
きる。図５に関して先に述べた例示プロセスを適用することにより、およそ毎秒５メート
ル（m/s）の速さでビーム位置をワークピース上でスキャンすることができる。しかしな
がら、ワークピース102上にスポットの好適な又は有利なパターンを形成するためにビー
ム変調システム112の動作をビーム位置決めシステム110と任意の態様により協調させても
よいことは理解できよう。
【００２３】
　一般的に、システムコントローラ114は、様々な制御機能を規定する演算ロジック（図
示せず）を含み得る。システムコントローラ114は、ハードワイヤード状態機械（hardwir
ed state machine）のような専用ハードウェアやプログラム命令を実行するプロセッサの
形態及び／又は当業者が思いつくであろう異なる形態を有していてもよい。演算ロジック
は、デジタル回路、アナログ回路、ソフトウェア、又はこれらの種類のハイブリッド結合
を含み得る。一実施形態においては、システムコントローラ114は、演算ロジックに従っ
てメモリに格納された命令を実行するように構成された１以上の演算処理装置を含み得る
プログラマブルマイクロコントローラ、マイクロプロセッサ、又は他のプロセッサを含ん
でいる。メモリ（例えば、コンピュータ読取可能な媒体）は、半導体、磁気、及び／又は
光学の種類のうち１以上のタイプを含んでいてもよく、加えて／あるいは、揮発性及び／
又は不揮発性のものであってもよい。一実施形態においては、メモリは、演算ロジックに
より実行可能な命令を格納する。これに代えて、あるいはこれに加えて、メモリは、演算
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ロジックにより操作されるデータを格納し得る。ある構成においては、演算ロジック及び
メモリは、ワークピース位置決めシステム108、ビーム位置決めシステム110、及び／又は
ビーム変調システム112の構成要素の動作的な側面を管理及び制御するロジックを行うコ
ントローラ／プロセッサの形態に含まれている。他の構成においては、これらは分離され
得る。
【００２４】
　本明細書で述べるように、レーザ加工装置100は、高速で非常に正確な位置に特徴部を
形成するために、ビーム位置決めシステム110及びビーム変調システム112の協調的な動作
を可能にするように構成されている。他の実施形態においては、後述するように、レーザ
加工装置100は、例えば、レーザエネルギーモニタ（ＬＥＭ）116のような他のシステム、
詳細については後述する他の構成要素、システム、及びサブシステムに加えて、ビーム変
調システム112及び114を有するレーザパワー制御（ＬＰＣ）システムをさらに含み得る。
一般的に、ＬＰＣシステムは、（例えば、品質管理や制御のために）個々のレーザパルス
のパルスエネルギーを測定したり、個々のレーザパルスのパルスエネルギーを制御したり
、パルスエネルギー及びＰＲＦの高速変更を促進したり、個々のレーザパルスのパルスエ
ネルギー制御をビーム位置に協調させたり、レーザパルスの生成及び変調を協調させたり
など、あるいはこれらを組み合わせたりするように構成され得る。
【００２５】
Ａ．パルスエネルギー測定
　個々のレーザパルスのパルスエネルギーを測定するために、レーザ加工装置100は、上
述したＬＥＭ116とビームスプリッティング要素118（例えば、部分透過ミラー、回折ビー
ムスプリッタなど、又はこれらの組み合わせ）とをさらに含み得る。ビームスプリッティ
ング要素118は、ビーム位置決めシステム110とビーム変調システム112との間の経路Ｐ内
に配置され、ビーム105内のそれぞれのパルスの一部（例えば、エネルギーの約１％から
約２％の範囲内）を伝達し、ビーム105内のそれぞれのパルスの残りの部分を経路Ｐに沿
ってワークピース102に向けて反射するように方向づけられるか構成されている。ビーム
スプリッティング要素118を透過したビーム105の部分をサンプリングビーム119というこ
とができる。
【００２６】
　一実施形態においては、ＬＥＭ116は、サンプリングビーム119内の個々のレーザパルス
のそれぞれのパワーを積分することにより、サンプリングビーム119内のそれぞれのレー
ザパルスのパルスエネルギーを測定するように構成されている。個々のレーザパルスのそ
れぞれのパワーを積分するために、ＬＥＭ116は、１以上の高速増幅器、積分器、及びア
ナログ－デジタル変換器（ＡＤＣ）だけではなく、光検出器（例えば、サンプリングビー
ム119内のパルスが当たるように構成された図示しないフォトダイオード）を含み得る。
このフォトダイオードは、当たるレーザパルスを電流に変換するように構成され得る。そ
して、電流は、高速増幅器により増幅及び／又はフィルタされ得る。そして、積分器（例
えば、リセット可能な積分器）が、増幅及び／又はフィルタされた電流を積分して、当た
ったレーザパルスの全パルスエネルギーに比例する信号を生成する。積分器を有効な電圧
範囲に維持するために、レーザパルスがフォトダイオードに当たる直前に（例えば、シス
テムコントローラ114の制御下において）積分器をリセットすることができる。
【００２７】
　ある実施形態においては、その後、ＡＤＣが積分器の出力を２回読み取る。積分器がリ
セットされた後、レーザパルスがフォトダイオードに当たる前に１回目のＡＤＣ読み取り
を行ってもよい。そして、レーザパルスがフォトダイオードに当たった後に２回目のＡＤ
Ｃ読み取りを行ってもよい。一実施形態においては、（例えば、レーザパルス幅、調整増
幅器の帯域幅など、又はこれらの組み合わせに基づいて）２つのＡＤＣ読み取りの間の遅
延を固定してもよい。他の実施形態においては、ＰＲＦの関数としてのパルス幅の変化に
対応するように、２つのＡＤＣ読み取りの間の遅延を変化させてもよい。サンプリングビ
ーム119内の特定のパルスについて、２つのＡＤＣ読み取りの間の差をフォトダイオード
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及び電気的増幅利得に応じて増減させてもよく、対応するレーザパルスの最終的にワーク
ピース102に当たる残りの部分の（例えばμJで与えられる）パルスエネルギーを表すもの
として（例えば「ＰＥデータ」として）解釈してもよい。一実施形態においては、ＡＤＣ
は、（例えば、２回目のＡＤＣ読み取りの後に）３回目に積分器の出力を読み取って、積
分器に対する光学的又は電気的バイアス入力を推定してもよい。この推定されたバイアス
を測定されたパルスエネルギーから減算することで、電気的バイアスにおける熱的変動に
対するロバスト性やフォトディテクタへの周辺光の影響を改善することができる。
【００２８】
　増幅器をＡＤＣの前に置く構成はＬＥＭ116の性能に影響を与える可能性があり、帯域
幅（整定時間）、ノイズ、及びゲインの間で設計上のトレードオフが生じることは理解で
きよう。パルスエネルギーの読み取り値を約20kHzから約200kHzの範囲のパルス繰り返し
率で変換するためには、パルス周期内（すなわち１／ＰＲＦ内）で積分器の出力が所望の
パルスエネルギー変換許容範囲内に整定するようにＡＤＣの前に増幅器を置く構成も可能
である。上述したように、ＬＥＭ116を用いてパルスエネルギーを測定することにより、
順次フォトダイオードに当たる一連のレーザパルスの平均パワーではなく、サンプリング
ビーム119内の個々のレーザパルスのそれぞれのパルスエネルギーを測定することができ
る。個々のパルスのそれぞれのパルスエネルギーを測定するため、個々のレーザパルスの
パルスエネルギーをパルスごとに制御することもでき、最終的にワークピース102に伝搬
されるレーザパルスのパルスエネルギーの誤差をパルスごとに補正することができる。
【００２９】
Ｂ．パルスエネルギー制御
　ビーム変調システム112を使って個々のパルスに対するパルスエネルギーの制御を行う
ことができる。ビーム変調システム112が音響光学（ＡＯ）デバイス（例えば、ＡＯＤや
ＡＯＭ）を含んでいる実施形態においては、ＡＯデバイスに与えられる無線周波数（ＲＦ
）パワーのレベルを変化させることにより、ＡＯデバイスを通して伝搬されるプロセスレ
ーザビームパワーの一部を制御することができる。レーザ加工プロセス中にＡＯデバイス
に与えられるＲＦパワーをパルスごとに好適に又は有利に制御することにより、個々のレ
ーザパルスのパルスエネルギーを制御してもよい。ＡＯＤやＡＯＭなどのＡＯデバイスは
、（与えられるＲＦパワーに対して）非線形伝送特性を有している。したがって、そのよ
うなＡＯデバイスの非線形伝送特性を精密に調べてそれらの伝送応答を線形化することが
望ましい場合がある。他の実施形態においては、ビーム変調システム112が、電気光学（
ＥＯ）デバイス（例えば、ＥＯＤやＥＯＭ）を含んでいる。例えば、ワークピース102に
伝搬されるプロセスレーザビームパワーの一部を変化させるために、ＥＯＭを用いてもよ
い。
【００３０】
　ビーム105内のレーザパルスのパルスエネルギーを制御するために使用される特定のデ
バイスとは関係なく、使用されるデバイスは、パルスごとに動作するのに十分に速くなけ
ればならず、約20kHzから約2000kHzの更新速度が要求される場合がある。パルスごとに個
々のレーザパルスのパルスエネルギーを制御することによって、レーザシステム104を一
定のＰＲＦで「自走運転（free-run）」させることができ、レーザシステム104により生
成される任意のレーザパルスのパルスエネルギーをビーム変調システム112により（例え
ば、部分的に減衰させたり、ゼロパワーまで「消える（blanked）」ように完全に減衰さ
せたり）制御することができる。レーザパルスを消すことにより、（例えば、照準（poin
ting）、パワー、及び／又はビーム品質の点で）レーザシステム104の安定性を改善する
ことができる。このレーザシステム104の安定性は、レーザパルスの生成を開始及び停止
するようにレーザシステム104の動作が制御される場合のレーザシステム104内の熱的変動
による影響を受け得る。
【００３１】
Ｃ．パルスエネルギー較正
　上述したように、レーザシステム104によって生成される個々のレーザパルスのパルス
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エネルギーをパルスごとに変化させるようにレーザ加工装置100を構成することができ、
レーザ加工装置100は、レーザパルスが生成されるＰＲＦを変化させることができる。一
実施形態においては、（例えば、１パルス間隔（ＩＰＰ）内で（１パルス間隔は１／ＰＲ
Ｆに対応する）、又は２、３パルス間隔内で）非常に高速にパルスエネルギー及び／又は
ＰＲＦを変化させるようにレーザ加工装置100を構成することができる。他の実施形態に
おいては、パルスエネルギー及びＰＲＦを同時に変化させることができる。ＰＲＦ及び／
又はパルスエネルギーを変化させる際には、ＰＲＦの関数としてのパルスエネルギーの較
正が有用である。例えば、１つのステップで比較的高いパルスエネルギーかつ比較的低い
ＰＲＦでレーザパルスをワークピース102に伝搬した後、次のステップで比較的低いパル
スエネルギーでかつ比較的高いＰＲＦでレーザパルスをワークピース102に伝搬すること
により特定のツーリング動作を行ってもよい。パルスエネルギー出力のフィードバック制
御に依存すると、所望のパルスエネルギー目標値を達成するためにコントローラが伝送を
適切に調整できるようにするために多くのパルスが必要とされるため、遅くなり過ぎるこ
とがある。（ＰＲＦに対するパルスエネルギーのマッピングによりサポートされる）開ル
ープフィードフォワード制御経路を実装することにより、より遅いフィードバック制御経
路に依存することなく、パルスエネルギーの変化を高速に実現することができる。これは
、加工が始まる前に、パルスエネルギーとＰＲＦとの間の関係をマッピングすることによ
り実現することができる。レーザの特性は時間とともに変化し得るので、このマッピング
を定期的に、例えばそれぞれのワークピースを加工する前にリフレッシュしてもよい。
【００３２】
Ｄ．ビーム位置に対するパルスエネルギー制御の調整
　本明細書に開示される実施形態によれば、パルスエネルギーの測定とパルスエネルギー
の制御とを用いて、ワークピース102に伝搬される特定のレーザパルスのパルスエネルギ
ーを、ワークピース102に対するその特定のレーザパルスのビーム位置に対して調整する
ことができる。一実施形態においては、（例えば、システムコントローラ114からレーザ
システム104、ワークピース位置決めシステム108、ビーム位置決めシステム110、及び／
又はビーム変調システム112のうちの１以上のシステムに送られる）レーザ加工コマンド
を、それぞれビーム位置、レーザパルスに対するパルスエネルギー目標値など、又はこれ
らの組み合わせを記述した情報を含む一連の個別「プロセスセグメント」に分割すること
により、この調整を行うことができる。したがって、システムコントローラ114は、それ
ぞれの「プロセスセグメント」に含まれる情報をフィルタし、分割し、加工し、あるいは
ビーム位置コマンド及びレーザパルスエネルギーコマンドに変換するように構成されたセ
グメント加工サブシステムを含んでいてもよい。ビーム位置コマンドは、システムコント
ローラ114のビーム位置制御サブシステムを通じて実行することができ、レーザパルスエ
ネルギーコマンドはレーザパワー制御サブシステムにより実行することができる。
【００３３】
　一実施形態において、セグメント加工サブシステム及びレーザパワー制御システムはそ
れぞれリアルタイムコントローラを含んでいてもよい。ビーム位置コマンドがシステムコ
ントローラ114のビーム位置制御サブシステムからワークピース位置決めシステム108、ビ
ーム位置決めシステム110、及びビーム変調システム112のうちの１以上のシステムに送ら
れる際に、ワークピース102に対してビーム位置を制御するようにこれらの構成要素の１
つ以上の動作を制御することができる。レーザパルスエネルギーコマンドがシステムコン
トローラ114のレーザパワー制御システムからレーザシステム104、ワークピース位置決め
システム108、ビーム位置決めシステム110、及びビーム変調システム112のうちの１以上
のシステムに送られる際に、ワークピース102に対してビーム位置を制御するようにこれ
らの構成要素の１つ以上の動作を制御することができる。ある実施形態においては、ビー
ム位置に対してレーザパルスの生成を適切に同期させるために適切な同期時間遅延が含め
られる。
【００３４】
　一実施形態においては、ビーム105内の一連の連続したレーザパルス（すなわち、「レ



(12) JP 6339102 B2 2018.6.6

10

20

30

40

50

ーザパルス列」）のワークピース102への伝搬をワークピース102に対するビーム位置と同
期するために、同期プロセスが使用される。共通のレーザパルス列内のレーザパルスは、
（少なくとも実質的に）同一のパルスエネルギーを有していてもよく、レーザパルス列が
（少なくとも実質的に）均一なＰＲＦによって特徴付けられ得るように、パルス間隔（本
明細書においては単に「パルス期間」ともいう）だけ互いに（少なくとも実質的に）時間
的に離間していてもよい。プロセスセグメントは、任意の時間に開始してもよく、（例え
ば、レーザシステム104自体の特性に基づいて、あるいはシステムコントローラ114による
外部制御に基づいて）レーザシステム104により生成された既存のパルス列と必ずしも同
期されなくてもよい。プロセスセグメントは、一般的に、ワークピース102でのビーム位
置の所望の間隔（「バイトサイズ」）を維持するために、所望のレーザＰＲＦ及びビーム
速度に関連付けられている。レーザパルス列は、レーザシステム104の内部で生成されて
もよく、レーザシステム104から外部のものであってもよい。整数個のレーザパルスが出
射され、最初と最後のレーザパルスが（例えば、スポット径の５％未満～25％といった許
容範囲内で）所望のワークピース位置に照射されるようにプロセスセグメントの期間を設
定することができる。したがって、ある実施形態においては、（時間的に）最初のレーザ
パルスがプロセスセグメントの開始に対して同期される。
【００３５】
　一実施形態においては、有効なレーザパルスがプロセスセグメントの開始に対して正し
い時刻に発されるようにレーザパルスコマンド列を修正することによって、最初のレーザ
パルスがプロセスセグメントの開始に対して同期される。レーザの多くは、過度に大きな
パルスエネルギー（これは一般的にパルス間隔に比例する）によりレーザシステム104に
ダメージを与えることを避けるために、最低ＰＲＦでレーザパルスを生成することは理解
できよう。好ましくない長いパルス期間を避けるために、順次生成される２つのレーザパ
ルス列の間に１つのパルス間隔が挿入されるように、新しいプロセスセグメントに対する
（そのプロセスセグメントに対する所望のＰＲＦでの）レーザパルス列の開始を先に生成
したパルス列の最後に対して遅らせることができる。その挿入されるパルス間隔は、過度
に大きなパルスエネルギーに関連づけられた、好ましくない程に長いパルス間隔よりも短
い。本明細書においては、上述した新しいプロセスセグメントを遅らせるプロセスを「レ
ーザパルス列再同期」ということもできる。「レーザパルス列再同期」は、上述したよう
にレーザパルスのパルスエネルギーが消えている期間に起こり得る（これは、例えば、典
型的には、ビーム位置が加工済みの特徴部から新しい特徴部が形成されるワークピース上
の他の領域に移動するとき（本明細書においては「特徴部間移動」という）に起こる）。
この再同期期間中に、レーザパルスエネルギーがゼロか、あるいはゼロ近傍まで減衰され
る。例えば、レーザパルス列が外部で生成される他の実施形態においては、レーザパルス
とプロセスセグメントのタイミングを同期するためにプロセスセグメント間の期間が調整
され得る。
【００３６】
Ｅ．パルス生成に対するビーム変調の調整
　本明細書に開示された実施形態によれば、ＡＯデバイスのＲＦコマンド（振幅及び周波
数）をビーム変調システム112に入射するレーザパルス列と同期させてもよい。ＡＯデバ
イスのＲＦ波形のコマンド更新タイミングは、レーザシステム104により生成されるレー
ザパルスに対して不定であり得る。ある実施形態においては、レーザパルスがＡＯ結晶を
通過する際に、（与えられるＲＦコマンドにより生成される）ＡＯ結晶内の音響波は過渡
変化を含まないことが好ましい。そのような過渡変化は、レーザパルスの振幅や波面を歪
めることがあり、ワークピース102でのレーザ加工の品質に悪影響を与える場合がある。
そのような過渡変化を避けるために、レーザシステム104によるレーザパルスの生成と、
ビーム変調システム112のＡＯデバイス内での生成レーザパルスの変調とを同期してもよ
い。ある実施形態においては、それぞれのレーザパルスを包囲する時間的エンベロープ内
で設定可能な期間中にＡＯデバイスのＲＦコマンドを一定にすることができる。これによ
り、レーザパルスの生成のタイミングの詳細に関係なく、ＡＯデバイスのＲＦコマンドを
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独立して生成することが可能になる。一実施形態においては、レーザパルスの生成及び変
調の同期は、レーザシステム104とビーム変調システム112とに関連付けられたコントロー
ラ（図示せず）間で直接的に起こり得る。
【００３７】
Ｆ．レーザパワー制御システムの例
　（例えば、品質や制御のための）個々のレーザパルスのパルスエネルギーの測定、パル
スエネルギー及びＰＲＦに対する急速な変化を容易にするための個々のレーザパルスのパ
ルスエネルギーの制御、ビーム位置に対する個々のレーザパルスのパルスエネルギー制御
の調整、及びレーザパルスの生成及び変調の調整に関連づけられた実施形態の例について
述べてきたが、ここで、レーザパワー制御システム600及びその動作の実施形態の例につ
いて図６及び図７を参照して説明する。図６及び図７に関して述べる実施形態の例におい
ては、上述したビーム変調システム112が（例えば、レーザパルスのビーム105を偏向して
ビーム位置を第３のスキャン領域204内でＸ軸及びＹ軸の一方又は双方に沿ってスキャン
するように構成された）ＡＯＤデバイスであり、以下では、単に「ＡＯＤ」ということと
する。
【００３８】
　図６及び図７を参照すると、図６に例示されたレーザパワー制御システム600は、ＡＯ
Ｄパワー・制御線形化モジュール614及びシステム光学系615を含んでいる。例えば、シス
テム光学系615は、図１に示されるレーザシステム104と、図７に示されるＡＯＤ光学系71
1とを含み得る。レーザパルスエネルギーテーブル、すなわち単にレーザエネルギーテー
ブル（ＬＥＴ）710は、ＰＲＦに対するワークピース102での利用可能なパルスエネルギー
値を表している。レーザシステム104及び補助システムのいずれかの性能をモデル化する
ために、ＬＥＴ710がワークピース102の加工前に較正され得る。ＡＯＤ減衰器610は、Ａ
ＯＤ光学系711の透過度（transmission）を変化させることにより較正された光パワー減
衰を行う。上述したＬＥＭ116及びチャックパワーメータ（ＣＰＭ）612もレーザパワー制
御システム600内に含まれるが、これらは汎用入力／出力（ＩＯ）コントローラ（ＧＩＯ
）（例えば、リアルタイム汎用ＩＯコントローラ）を介してワークピース102に伝搬され
る個々のレーザパルスのパワーを較正及び制御するためのフィードバックを提供すること
ができる。ＧＩＯは、図１に示されるシステムコントローラ114の一部として実現される
か、あるいは別個のものとされ得る。この例では、ＧＩＯは、特に、（図６及び図７に示
される）ＡＯＤ制御線形化モジュール614と、（図７に示される）オプションのパワー制
御ループ（ＰＣＬ）712とを含んでいる。図６に示されるように、ＡＯＤ制御線形化モジ
ュール614は、リアルタイムパワーコントローラ616とＡＯＤ線形化テーブル622とを含ん
でいる。
【００３９】
　ワークピース102内に特徴部を形成するためのレーザ加工中に、ＬＥＴ710やＡＯＤ減衰
器610、ＬＥＭ116、ＣＰＭ612、パワーコントローラ616のようなパワー制御要素は、リア
ルタイムパワー制御とモニタリングとを調整することができる。ＬＥＴ710は、所定のパ
ルスエネルギー（ＰＥ）及びＰＲＦ設定値に適切な基準ＡＯＤ透過度を計算するために使
用される。ＬＥＭ116及び／又はＣＰＭ612は、適用されるＡＯＤ透過度から得られる、ワ
ークピース102に伝搬されるレーザパルスのパワーを検証する。ＬＥＴ710及びＡＯＤ減衰
器610が適切に較正されると、レーザシステム104により生成されるレーザパルスのレーザ
パワー（本明細書においては「レーザヘッド出力パワー」ともいう）が周期的なＬＥＴ較
正とＡＯＤ較正更新との間で（少なくとも実質的に）安定したままである場合に、ＬＥＴ
710及びＡＯＤ610は、パワーコントローラ616がパルスごとのレーザパルスエネルギーの
開ループ制御を行うことを可能とする。ある実施形態においては、ＰＣＬ712は、レーザ
パルスエネルギーのそのままの出力における変動にかかわらずコマンドされたＰＥを維持
するように連続的にＡＯＤ透過度コマンドを調整することにより、レーザシステム104か
らのレーザパワーの短期変動を修正する。上述したパワー制御要素の動作及び較正につい
て以下に述べる。
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【００４０】
　１．レーザパルスエネルギーテーブル（ＬＥＴ）
　レーザ加工装置100において、レーザヘッド出力パルスエネルギーはＰＲＦの関数であ
り、レーザが古くなるにつれ、この関数は時間とともに変化する。ＬＥＴ710は、任意の
ＰＲＦについて、最大ＡＯＤ透過度でのワークピース102で利用可能なレーザパルスエネ
ルギー（本明細書においては「ワークＰＥ」又は「ワークピースＰＥ」ともいう）を表し
ている。所望のＰＲＦで要求されるレーザワークピース102のＰＥに対して必要とされる
ＡＯＤ透過度の最良推定値を計算するためにＬＥＴ710が使用される。ＬＥＴ710は、ワー
クピース102で利用可能な実際のレーザＰＥ613（すなわち、図１に示されるレーザシステ
ム104により生成されるレーザＰＥ）（ＰＥレーザ）を記述したものである。これは、レ
ーザ加工の配置を進めるために用いられる特定システムレーザパワーとは異なる（これよ
りも高い場合がある）。この特定システムレーザパワーの制限は、別個のパワー制限テー
ブルにより記述することができる。このテーブルは、所定のシステム設計（レーザ及び光
列構成）に対して予め規定されるものであり、較正されたり更新されたりしないものであ
る。
【００４１】
　所望のＡＯＤ透過度は、PEcmdを選択又はコマンドされたＰＥとし、PElaserをワークピ
ースでの実際のレーザＰＥ（又は真のレーザＰＥ）とすると、PEcmd／PElaserに等しい。
ＬＥＴ710が１／PElaserをＰＲＦの関数としている場合、図７に示されるような単純な乗
算により所望の透過度を計算することができる。ＬＥＴ710のルックアップテーブルがパ
ルス期間（１／ＰＲＦ）の関数として減衰率（≦１）を含むように固定スケール係数（Kp
wr）714を分離することによりＬＥＴ710のテーブルのスケール及び実装をさらに簡略化す
ることができる。そして、Kpwr714とＬＥＴ710のテーブル値との積は、要求されるＰＥ／
ＰＲＦの組み合わせを得るのに必要な透過度となる。
【００４２】
　ＬＥＴのエントリはレーザパワーデータから生成される。図８は、レーザパワー曲線の
例（例えば、ＰＲＦに対するレーザパワーとＰＥ）から、パルス期間の関数としてのＰＥ
に至る過程、パルス期間の関数としての正規化１／ＰＥ値に至る過程を示すものである。
最も低いレーザＰＥ（すなわち最大透過度の場合）を含むＰＲＦで正しい透過度を与える
ようにスケール係数Kpwr714が計算される。その他のすべてのパルス期間でレーザＰＥは
それよりも高く、ＬＥＴのエントリは1.0未満であり、透過度を適切に縮小することがで
きる。
【００４３】
　一実施形態においては、ＬＥＴ710は、適応速度加工を行うために使用され得る。この
適応速度加工では、レーザシステム104により生成されるレーザパルスのレーザパワーが
時間とともに低下するときに所望のバイトサイズ及びパルスエネルギーを維持するために
、ワークピース102に対してビーム位置がスキャンされる速度及びレーザＰＲＦを（例え
ば自動的に）調整することができる。また、適応速度加工により、比較的新しいレーザシ
ステム104のより高いパワーを最大限に利用して、レーザの寿命までにわたってスループ
ットを高めることができる。
【００４４】
　２．ＡＯＤ減衰器
　ＡＯＤは、偏向ビーム105の光学的透過度の減衰を通じてビーム偏向とパワー制御の双
方を行うものである。上述したように、ＡＯＤセルに与えられるＲＦパワーレベルを変化
させることにより透過度を調整することができる。ＡＯＤの透過度の変化（すなわち、透
過度618の偏向効率又はＡＯＤ効率）は、与えられたＲＦパワー及び周波数の非線形関数
である。この非線形の関係が較正されて、コマンドされた透過度に対する実際の透過度が
線形化される。
【００４５】
　３．ＬＥＭ及びＣＰＭ



(15) JP 6339102 B2 2018.6.6

10

20

30

40

50

　上述したように、ＬＥＭ116は、個々のレーザパルスのそれぞれに対するレーザパルス
エネルギー（ＰＥ）値を読み取り、そこからＰＥデータを生成することができる。ＰＥデ
ータは、レーザシステム104のレーザＱスイッチコマンドに同期される。このレーザＱス
イッチコマンドは、デジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）のサンプリング周期と非同期的に
特定ＰＲＦで実施される。ＬＥＭの読み取り値をＰＥデータに変換するためにオフセット
係数及びスケール係数に対してＬＥＭの読み取り値が補正される。ある実施形態によれば
、ＬＥＭ116は、レーザパワーではなく、レーザパルスエネルギーに関係するデータを提
供する。必要に応じて、ＰＥに瞬間レーザＰＲＦを乗算することにより、ＬＥＭのＰＥデ
ータをレーザパワーに変換することができる。ＤＳＰ（及び非リアルタイムコマンドを介
したシステム制御コンピュータ（ＳＣＣ）620）は、サンプリングされた単一のパワー読
み取り値又は（データレコーダを介した）一連のパワー読み取り値に対するアクセスを提
供することができる。
【００４６】
　ＣＰＭ612は、システム内のパワー測定用の基準センサである。ＣＰＭ612に対してＬＥ
Ｍの読み取り値を較正して、リアルタイムパワー設定及びモニタリングの正確性を確保す
ることができる。
【００４７】
Ｇ．パワー較正
　レーザエネルギーを測定し、レーザパワーを制御するために、レーザ加工装置の構成要
素が較正を必要とする場合がある。しかしながら、一般的に、較正及びパワー設定のアプ
ローチは以下のように要約することができる。（１）ＣＰＭ612が外部基準に対して較正
される。（２）ＣＰＭ612を用いてＬＥＭ116が較正される。（３）ＬＥＭ116を用いてＬ
ＥＴ710が較正される。（４）ＬＥＭ116を用いてＡＯＤ減衰器の線形化が較正される。（
５）所定のＰＥ／ＰＲＦ設定値に対して、ＬＥＴ710に基づいて公称ＡＯＤ透過度（NomTr
ans）が計算される。（６）用途に応じた加工中に、パワーエラー条件をモニタするため
にＬＥＭフィードバックが用いられ、ＡＯＤ透過度コマンドをリアルタイムで微調整する
ために必要に応じてＬＥＭフィードバックが用いられる。（７）光学系透過度が変化する
際に、ＬＥＭ較正を維持するためにＬＥＭ較正716が周期的に更新される。較正ステップ
の詳細を以下に述べる。
【００４８】
　１．ＣＰＭ較正
　ＣＰＭ較正中、又は後続の動作においてＣＰＭ612を使用している間に、パワーの変化
と変化の間に整定時間（例えば３秒）を与えた後、ＣＰＭ読み取り値（パワー及びオフセ
ットの両方）が、多数の読み取り値（例えば100個の読み取り値）にわたって、ある期間
にわたって（例えば２秒）平均される。図９は、本開示の実施形態により生成され得るＣ
ＰＭ読み取り値過渡変化を示すものである。ＣＰＭオフセットに対してＣＰＭ読み取り値
を調整することができる。このＣＰＭオフセットは、パワーメータ温度の影響を受けやす
いことがある。毎回ＣＰＭ612を使用している間にオフセットを測定することができる。
正確性を最大限に上げるために、パワー印加時の読み取りの後に、（ゼロレーザパワーが
与えられたときの）ＣＰＭオフセットを読み取ってＣＰＭ加熱による熱的誤差を低減する
ことができる。上記と同様の平均プロセスを用いることができる。
【００４９】
　２．レーザエネルギーモニタ（ＬＥＭ）の較正
　パルスエネルギーのＬＥＭ読み取り値は、オフセットとスケーリングのために補正され
、以下に示すＬＥＭ ＰＥ読み取り値PElem（例えば、μJの単位で表される）となる。
　　PElem＝（LemCount－LemOffset）＊LemSF
ここで、LemCountは、ＬＥＭ116からのＡＤＣ読み取り値そのものであり、LemSF及びLemO
ffsetは、ＬＥＭ116とＣＰＭ612の両方を用いてゼロから最大パワーまでの一連のパワー
レベルを測定することにより計算される。
【００５０】
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　ＬＥＭ較正716は、（例えば、レーザ加工装置100の実行中の）ユーザとのインタラクテ
ィブな手順及び自動化された手順の双方として行うことができる。一実施形態においては
、ユーザとのインタラクティブな手順は、収集されたデータと最適ラインと測定の統計と
を表示することを含んでいる。自動化された手順は、適切なエラー検出及び報告を行いつ
つ、自動的に実行されてもよい。それぞれのＬＥＭ較正716の後、光学系の劣化の診断及
び追跡のために、更新されたＳＦとオフセット値をログに記録してもよい。ある実施形態
においては、ＬＥＭ較正716を繰り返し、既存の較正データを利用して表示及び統計報告
用の曲線近似線を生成するＬＥＭの検証ルーチンが行われる。一実施形態においては、Ｌ
ＥＭ較正716を行うために必要とされる時間は１秒未満である。
【００５１】
　３．ＡＯＤ線形化較正
　ＡＯＤ線形化較正では、ＡＯＤ減衰用の線形化テーブル622が生成される。ＡＯＤ線形
化較正の手順は、ＡＯＤ透過度618を単に線形化する（すなわち、ＡＯＤ線形化テーブル6
22を用いて、ＲＦコマンドに対するＡＯＤ効率透過度618により模式的に表されるような
ＡＯＤの非線形透過応答を線形化する）ものであり、レーザシステム104又は光学部品列
の特性に依存しない（すなわち特性から影響を受けない）ものであることは理解できよう
。このテストが固定ＰＲＦで行われる場合には、透過損失、すなわちＰＲＦによるレーザ
パワーの変動は問題とならない。この較正は、フィードバックのためにＬＥＭ116を用い
るが、このフィードバックは線形的であることだけが必要とされる。較正のアルゴリズム
は、ＬＥＭのスケーリングとオフセットを無視することができる。固定レーザＰＲＦにつ
いてはＬＥＭ116の線形性誤差は比較的小さい（例えば、１％未満）ので、ＬＥＭ較正716
はＡＯＤ線形化較正の前提条件ではない。
【００５２】
　ＡＯＤ線形化較正は、実行中のユーザとのインタラクティブな手順及び自動手順の双方
として行うことができる。一実施形態においては、ユーザとのインタラクティブな手順は
、関連するデータと進行状況の最新情報を表示することを含んでいる。一実施形態におい
ては、自動化された手順は、適切なエラー検出及び報告を行いつつ、自動的に実行される
。自動再較正を行う前に、（例えば、再較正前の既存の線形化データを用いて）ＡＯＤ線
形化の性能と診断追跡用のログに記録された最大誤差を検証することは有益である。加え
て、ある実施形態においては、ＡＯＤ性能の追跡を支援するために、それぞれの新しい線
形化テーブルがタイムスタンプの付いたファイルに保存される。
【００５３】
　４．レーザパルスエネルギーテーブル（ＬＥＴ）の較正
　ＣＰＭ612に対してＬＥＭ116が較正された後、ＬＥＭ読み取り値を用いてＬＥＴ710が
較正される。これにより、パネル加工直前にＬＥＴ較正を高速に実行して、開ループリア
ルタイムパワー制御をサポートできる有効な較正を行うことが可能となる。ＬＥＭ116に
は応答遅れ時間がないので、ＬＥＭ読み取り値を用いたＬＥＴ較正は、高速な較正（例え
ば１秒未満）を提供することができる。ＬＥＭ116を基準センサとして用いることはレー
ザ劣化効果に適切につながる。ＬＥＭ116とワークピース102との間の透過損失は、ＬＥＭ
較正716の不確実性の中で説明される。ＬＥＭ116とワークピース102（又はＣＰＭ612）と
の間で光伝送損失が変化するために、ＬＥＭ116は周期的に再較正される。
【００５４】
　ある実施形態においては、ＬＥＴ較正は、ユーザとのインタラクティブな手順として、
完全自動手順として、又はこれらの組み合わせとして行われる。インタラクティブな手順
（典型的にはシステム較正中に行われる）により、ユーザがデータ結果を検討し、自動手
順用の較正パラメータを特定することが可能となる。自動手順は、毎回ワークピース102
をレーザ加工する前に行ってもよく、エラーの場合を除いて、必ずしもユーザとの対話を
要求するものではない。
【００５５】
　ＬＥＴ較正中は、ＡＯＤ偏向範囲の全てにわたって最大の線形化透過度でＡＯＤ透過度
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コマンドが一定にされる。図11は、一実施形態におけるＬＥＴ較正プロセス1100の例のフ
ローチャートである。ＬＥＴ較正プロセス1100は、パワーを落とすためにＣＰＭ612に移
動すること（1110）を含んでいる。ある実施形態によれば、自動ＬＥＴ較正のために、こ
れが、先に行ったレーザ加工シーケンスの最後に行われてオーバーヘッドを最小にする。
さらに、ＬＥＴ較正プロセス1100は、完全に較正されたＡＯＤ範囲にわたってＡＯＤ透過
度を最大透過度にするコマンドを送ること（1112）を含んでいる。レーザの動作ＰＲＦ範
囲をカバーする所定の数のＰＲＦ設定（例えば、少なくとも20個のＰＲＦ設定）のために
、ＬＥＴ較正プロセス1100は次のことを繰り返す。ＰＲＦを次の較正値に設定し（1114）
、レーザシステム104をオンにし（1116）、現在のＰＲＦ値での選択された数のＬＥＭデ
ータのサンプル（例えば、少なくとも1000個のサンプル）を収集する（1118）。ＬＥＭデ
ータのサンプルを収集すること（1118）は、ＬＥＭ較正716を適用してデータをμJに変換
し、（較正データ用の）平均と（診断用の）標準偏差とを保存することをさらに含んでい
てもよい。さらに、ＬＥＴ較正プロセス1100は、レーザの動作ＰＲＦ範囲をカバーする上
記所定の数のＰＲＦ設定に追加のＰＲＦ設定があるか否かを問い合わせること（1120）を
含んでいる。追加のＰＲＦ設定がある場合には、ＬＥＴ較正プロセス1100は、ＰＲＦを次
の較正値に設定し（1114）、レーザシステムをオンにし（1116）、現在の（次の）ＰＲＦ
値でＬＥＭデータのサンプルを収集する（1118）ステップに戻る。
【００５６】
　それぞれのＰＲＦ設定に対してＬＥＭデータが収集されると、さらに、ＬＥＴ較正プロ
セス1100では、各ＰＲＦ設定での短期間のレーザ変動をフィルタするために、得られたＰ
ＲＦに対するＰＥのデータに曲線を近似し（1122）、ＬＥＭ測定において誤差が検出され
たか否かを問い合わせる（1124）。ＬＥＴ較正プロセス1100では、任意のＰＲＦ設定での
ＬＥＭ測定の標準偏差が第１の所定閾値（例えば５％）を超えるか、又は任意のＰＲＦ設
定での曲線近似と平均ＰＥ読み取り値との間の差が第２の所定閾値（例えば１％）を超え
る場合に、エラーを報告する（1126）。ＬＥＴ較正プロセス1100では、曲線近似多項式に
基づいて、（例えば、図８に示されるように1.0を最大値として）正規化されたＩＰＰに
対する１／ＰＥのルックアップテーブルを生成する（1128）。ＩＰＰは、例えば40nsの整
数倍により特定される。ある実施形態においては、ルックアップテーブルは、レーザの動
作範囲にわたるＩＰＰに対して有効なすべてのエントリを含んでいる。例えば、あるレー
ザシステムは、40kHzから90kHzのＰＲＦ範囲内で動作し、ＩＰＰが25μsから11.1μsとな
るか、40nsのＩＰＰ数が278から625（348個のエントリ）となり得る。また、ＬＥＴ較正
プロセス1100では、ＬＥＴ較正テーブルをＧＩＯにダウンロードする（1130）。
【００５７】
　上述したインタラクティブな較正手順を含む実施形態では、ＬＥＴ較正プロセス1100に
おいて、さらに、得られたデータをグラフィックで表示する（1132）。そのような実施形
態においては、検討のためにデータのプロットが行われる。このデータのプロットは、以
下の例を含み得る。テストされるそれぞれのＰＲＦデータ点におけるＬＥＭ読み取り値の
最小、最大、及び平均のデータ点（得られた多項式近似曲線上に重ねられる）、それぞれ
のＰＲＦデータ点に対するＬＥＭ読み取り値の標準偏差（平均のパーセントとして）、及
び／又はそれぞれのＰＲＦデータ点に対する曲線近似と平均読み取り値との間の差（例え
ば、平均のパーセントとして）。
【００５８】
　加えて、あるいは他の実施形態では、ＬＥＴ較正プロセス1100においては、性能を検証
するためにＬＥＴ検証ルーチンを行う（1133）。ＬＥＴ検証ルーチンの例は、ユーザがワ
ークピース102、パワー、及びＰＲＦを特定し、ＣＰＭ612で得られたパワー値を読む単一
点テスト及び／又は特定のパルスエネルギー設定でのすべてのパルス期間に広がる、ＡＯ
Ｄ線形化検証と同様の自動検証手順を含んでいる。エラーはＰＲＦの関数としてグラフィ
ックにより報告される。
【００５９】
Ｈ．リアルタイムパワー制御
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　一実施形態においては、ＧＩＯは、Ｑスイッチ（ＱＳＷ）タイミング、ＬＥＭ読み取り
値、ＩＰＰコマンド、及びＰＥコマンドにアクセスできるので、ＧＩＯはリアルタイムパ
ワー制御を実現できる。上述したように、パワー制御コマンドは、レーザシステム104内
でのレーザパルス生成のＱＳＷタイミングに対するコマンドと同期することができる。あ
る実施形態においては、ＱＳＷコマンドによりレーザシステム104がレーザパルスを生成
した後にはじめて有効なＬＥＭ読み取り値が得られる。ＤＳＰとＧＩＯとの間のレーザコ
マンドのキューイングによって、ＤＳＰがレーザコマンドに対するＬＥＭフィードバック
データのタイミングを把握することに制限が生じる。パワー制御機能をＧＩＯ内にカプセ
ル化することにより、データの取り扱いとエラー報告を簡略化することができる。
【００６０】
　一実施形態において、リアルタイムパワー制御は、パネル加工の直前にＧＩＯにダウン
ロードされた新しく較正されたＬＥＴ710に基づいた開ループである。ＬＥＭセンサから
のＰＥフィードバック（PEfb）は、スケール係数とオフセットに関して補正される。対応
するＰＥコマンド（PEcmd）からPEfbが減算され、エラーチェック用のＰＥ誤差が算出さ
れる。PEcmdはリアルタイムで変化し得るものであり、このため、ＧＩＯは、対応するPEc
md信号からPEfbを減算することに留意されたい。
【００６１】
　ＧＩＯパワーコントローラ616は、以下により詳しく述べるように、PEfb、ＰＥ誤差（P
Eerr）、及び透過度コマンド（TransCmd）をエラーチェックと診断記録のためにＤＳＰに
流す。PEcmd＝PEfb＋PEerrであり、必要に応じてＤＳＰによりPEcmdを導くことができる
か、あるいはより便利になる場合にはPEcmdをＧＩＯデータストリームに追加できること
に留意されたい。ＧＩＯパワーコントローラ616は、ＤＳＰからのデータストリーム内のP
EcmdとＩＰＰを受信する。
【００６２】
　１．パワー制御ループ
　ＰＥ誤差をリアルタイムにモニタリングし、（例えば、ＰＥ誤差を最小にするように）
ＡＯＤ透過度コマンドを調整するために、必要に応じてパワー制御ループ（ＰＣＬ）712
を含めてもよい。図６の概要がシステムパワー制御サブシステムの文脈においてＰＣＬ71
2を置き換え、図７はＰＣＬ712内の信号の流れの詳細を示すものとなる。開ループ制御は
合理的な期間（例えば数分）にわたって正確であり得るので、ＰＣＬ712は任意に設けら
れるものである。開ループの性能が適切なものではないと判断される場合に、ＰＣＬ712
を実装することができる。
【００６３】
　所望のＰＥ設定値を維持するために、コマンドされたＡＯＤ透過度を加工中に調整する
ようにＰＣＬ712を構成してもよい。透過度コマンドのノイズ感度及び過度のディザリン
グを避けるために、応答時間とノイズ感度との間の（すなわち、ノイズと整定時間との間
の）妥協点となるように選択される補正利得alpha（α）を適用した後に誤差を積分して
もよい。積分器の出力（DeltaTrans）は、コマンドされたＩＰＰとＰＥのためのＬＥＴ71
0から計算される公称透過度（NomTrans）を修正して、以下の等式による最終ＡＯＤ透過
度コマンドを生成する。ある実施形態では、これらの等式はＱＳＷサイクルごとに（すな
わち、PEfbの更新のたびに）評価されることに留意されたい。
　　DeltaTrans(k)＝DeltaTrans(k－1)－alpha＊（PEfb－PEcmd）／PEcmd
　　TransCmd(k)＝NomTrans＊[1＋DeltaTrans(k)]
【００６４】
　DeltaTransは、透過度コマンドにおける相対的な変化である。開ループ透過度の推定値
NomTransが最も正確な場合（名目上正確な場合）、ＬＥＴ710の再較正時にDeltaTransを
ゼロに設定することができる。ある実施形態においては、これはワークピースがレーザ加
工されるたびに起きる。このアルゴリズムは、PEcmdで除算することを含んでいるが、こ
れはＧＩＯのファームウェアでは難しい場合があることに留意すべきである。PEcmdを１
／PEcmdに変換して、除算を乗算に置き換えるために第２のルックアップテーブルを用い
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てもよい。
【００６５】
Ｉ．実行時動作例
　図12は、図１に示されるワークピース102のレーザ加工中におけるパワー制御について
の一実施形態において実施され得る動作シーケンス例1200のフローチャートである。動作
シーケンス1200では、アプリケーションを設定及びロードする（1210）。アプリケーショ
ンの設定中に、動作シーケンス1200は、パワー制限テーブルに対するパワー設定を検証す
る。これらのパワー設定はシステムインベントリーごとにハードコード化されている。ま
た、動作シーケンス1200は、許容値やパワーレベルを超えたことが検出されれば、それを
ユーザに警告する。さらに、動作シーケンス1200では、レーザシャッタを開けて（1212）
、ＬＥＭ／ＡＯＤ較正のタイムアウト期間が経過したか否かを問い合わせる（1214）。Ｌ
ＥＭ／ＡＯＤ較正タイムアウト期間が経過していた場合には、動作シーケンス1200におい
て、ＣＰＭ612上を移動し（1216）、（例えば、自動プロセスを使って）ＣＰＭ612に対し
てＬＥＭ116を再較正し（1218）、（例えば、自動プロセスを使って）ＡＯＤ線形化を再
較正する（1220）。
【００６６】
　さらに、動作シーケンス1200では、アプリケーションレシピの設定においてレーザパワ
ー制御が有効にされているか否かを問い合わせる（1222）。レーザパワー制御が有効にさ
れている場合には、動作シーケンス1200において、自動較正ルーチンを実行することによ
ってＬＥＴ710を更新し（1224）、較正ファイルにＬＥＴ710を格納し（1226）、更新され
たＬＥＴ710をＧＩＯにダウンロードし（1228）、ＧＩＯパワーコントローラ616において
DeltaTransをゼロにリセットする（1230）。
【００６７】
　さらに、動作シーケンス1200では、ＰＥ／ＰＲＦのいずれかの組み合わせがＬＥＴ710
により記述されたシステム能力を超えているか否かを問い合わせる（1232）。ＰＥ／ＰＲ
Ｆの組み合わせがシステム能力を超えている場合には、動作シーケンス1200では、エラー
のフラグを立てて、加工を中断する（1234）。したがって、動作シーケンス1200は、続い
てレーザシャッタを閉じる（1236）。しかしながら、ＰＥ／ＰＲＦのいずれの組み合わせ
もＬＥＴ710により記述されたシステム能力を超えていない場合には、動作シーケンス120
0では、視点位置合わせ及びアプリケーション（パネル／パターン）位置合わせを実行し
（1238）、アプリケーションを処理し（1240）、パワー制御の統計及びエラーのためにリ
アルタイムパワー制御フィードバックをモニタリングする（1242）。加工終了後に、動作
シーケンス1200において、さらに、ＰＥ制御の統計（例えば、コマンドされたＰＥのパー
セントとしての最小値、最大値、平均値、及びＲＭＳ誤差）のログを取り（1244）、加え
て、又はこれに代えて、パワー制御エラーのログを取り、エラー状況をユーザに報告して
もよい。レーザシャッタを閉じる（1236）ことにより動作シーケンス1200が終了する。あ
る実施形態においては、ＡＯＤがレーザシャッタとして動作する。そのような実施形態に
おいては、レーザシャッタを閉じる（1236）ことは、ゼロ透過度とするためにＡＯＤに透
過度コマンドを送信することを含んでいる。
【００６８】
　図12に示される動作シーケンス例1200の詳細をさらに説明する。
【００６９】
　１．アプリケーション設定
　ある実施形態においては、パワー制限テーブルによって記述された特定のシステムパワ
ーによりアプリケーションが設定される。特定のレーザ性能（ＰＲＦに対するＰＥ）及び
対応するインベントリの選択に基づく光学部品列の構成（効率）に基づいてこのテーブル
を予め計算することができる。一実施形態においては、推定光学効率はＡＯＤ動作偏向範
囲に応じて増加する。
【００７０】
　２．ＰＥ許容値チェック及びエラー記録
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　レーザ加工中にＰＥを適切に制御することにより、所望のプロセス制御が容易になる。
ある実施形態においては、ＰＥ誤差がリアルタイムでモニタリングされ、プロセス制御及
び診断データのためにPEfbとPEerrが記録される。モニタリングにより、ＰＥ読み取り値
が、予め規定された又はユーザにより規定された加工許容値内にあるか否かを決定するこ
とができる。レーザパルスの内在的不安定性による偽の誤差を避けるために、許容値チェ
ックの前にＰＥ誤差がフィルタされる。ＰＣＬ712における積分フィルタと同様に、変化
する時間間隔でＰＥデータが到達するので、エラーフィルタは、一定のサンプルレートで
はなく、ＰＥサンプルごとに更新する。パワー許容値閾値を設定するためのリアルタイム
コマンドがＤＳＰに渡され、パワー許容値チェックが設定される。
【００７１】
　一実施形態においては、パワー制御データ（例えば、TransCmd、PEcmd、PEfb、及びPEe
rr）が欠陥診断のために記録される。このデータは、サーキュラーバッファに保存されて
もよく、許容値エラーが起きたときに取得されてもよい。ＰＥ許容値エラーが検出された
ときに、エラーイベントを取り巻く所定数のＰＥデータサンプル（例えば、少なくとも１
００個のサンプル）を捕捉するようにこの記録がトリガされる。
【００７２】
　一実施形態においては、パワー許容値エラーが検出されると、ワークピース102のレー
ザ加工が中止される。一実施形態においては、ユーザは、加工エラーが起きた特徴部の周
辺でパネル加工を再開することができる。（レーザ加工されているワークピース102の領
域はエラーの周囲で削られ（scrapped）やすいので）ある程度の加工冗長性又はギャップ
は許容され得る。一実施形態では、加工エラーの状況がユーザに提示される（例えば、欠
陥箇所をハイライトした状態でワークピースのグラフィックがディスプレイを介してユー
ザに提示され得る。）。
【００７３】
　３．パワー許容値ポリシー
　ＳＣＣレベルでは、アプリケーション実行時の許容値チェックを必要に応じて行うこと
ができる。許容値チェックを無効にした場合には、上述したようにリアルタイムパワー制
御を依然として適用することができるが、ＬＥＴ710は再較正されない場合があり、実行
時許容値チェックを無効化することが可能である。
【００７４】
　一実施形態においては、図10を参照すると、パルス期間（ＰＰ）（すなわち、１／ＰＲ
Ｆ）が、同期不感帯なくプロセスセグメント間で（例えば、プロセスセグメント「ｎ」と
次のプロセスセグメント「ｎ＋１」との間で）変化することができ、パルス期間又はＰＲ
Ｆにおける「シームレス」な変化を可能にすることができる。あるパルス期間から他のパ
ルス期間への遷移中には、２つのパルス期間のみが存在する。すなわち、これらの２つの
パルス期間の間に中間パルス期間や異常に高い又は低いパルス期間は存在しない。これに
より、レーザシステム104は、任意のパルス期間で予想可能なパルスエネルギーのレーザ
パルス1000を生成することが可能となる。一般的に、２つのパルス期間設定の間で上述し
たＡＯＤ透過度が変化し、それぞれのプロセスセグメントにおいてワークピース102に伝
搬されるレーザパルス1000のＰＥを制御する。
【００７５】
　パルス期間中の遷移（例えば、PPnとPPn+1との間での切替）を少なくとも実質的に「シ
ームレス」にするために、ＧＩＯは、（例えば、1002で示されるように）最後のPPnの間
に新しいパルス期間を特定する。ＧＩＯは、この新しいパルス期間（例えば、PPn+1）を
認識し、この新しい値により次のレーザパルスを設定する。ＤＳＰは、PPnとPPn+1との間
の切替が正しい時間に（例えば１μs内に）起きるようにこのコマンドの時間を調整する
。
【００７６】
　一実施形態において、セグメントの境界1004に対してレーザパルスのタイミングが与え
られる。一実施形態において、ビーム位置の速度がプロセスセグメント間で変化してもよ
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く、これにより新しいパルス期間PPn+1に関連づけられた１つの過渡パルス1006に対する
バイトサイズが変化する。他の実施形態においては、新しいプロセスセグメントｎ＋１中
にレーザシステムにより生成されるレーザパルスのＰＥが変化しやすいため、新しいプロ
セスセグメントｎ＋１中に生成されるレーザパルスに対するＡＯＤ透過度が確立される。
このように、レーザシステム104により適切なＰＥコマンド（ＡＯＤ透過度）で適切なプ
ロセスセグメント内で過渡パルス1006が生成される。
【００７７】
　図10に示される実施形態のパルス同期プロセスによれば、特定のプロセスセグメント中
に生成される最初のレーザパルスは、プロセスセグメントの開始後の初期化期間1008（例
えば、特定のプロセスセグメントに関連づけられたパルス期間の半分に等しい）内に生成
される（例えば、PPnが１μsであれば、初期化期間は0.5μsとなり得る）。他の実施形態
において、特定のプロセスセグメント中に生成される最後のレーザパルスは、プロセスセ
グメントの開始後の終了期間1010（例えば、特定のプロセスセグメントに関連づけられた
パルス期間の半分に等しい）内に生成される（例えば、PPnが１μsであれば、終了期間は
0.5μsとなり得る）。
【００７８】
　本発明の根底にある原理から逸脱することなく上述した実施形態の詳細に対して多くの
変更をなし得ることは当業者にとっては自明なことである。したがって、本発明の範囲は
、以下の特許請求の範囲によってのみ決定されるべきである。

【図１】

【図２】

【図３】
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